
公社事業の状況とその分析について

１ 公社事業の状況
★串本町高富の候補地での調査実施は難しい

（１０／２６合同会議 串本町長）
★公社再構築も含め検討すべき （新宮市長、上富田町長）

２ 状況分析
（１）事業の継続性

①串本の２候補地の調査が不可能となった場合、残りの３
候補地での事業継続は可能か？

・不可。地元が受け入れることはありえない。

②候補地を全て白紙に戻し、あらたに候補地選定を実施す
ることは可能か？

・今回の候補地選定について、当初は各団体賛成とい
うことで進めてきたにもかかわらず、この段階で反
対の声が出た。

・そのことから、今の枠組みで再度候補地選定を実施
したとしても、また反対の声が出ることを考えれば
現実的ではない。

（２）今後の可能性(公社の枠組みの見直しについて)

・解散し、あらたに組織を構築したとしても候補地選
定を含め状況は同じ。

→結果として、各団体が単独で施設整備に取り組まざるを
得なくなる可能性が極めて高い・・ 【広域処理の限界】

◆しかし、そもそも単独での最終処分場を確保する
ことが困難との認識で始めた事業。

◆広域処理を断念することは地域内での最終処分場
確保は非常に困難となることを意味する。

(財)紀南環境整備公社 理事会・評議員会（H19.12.02)



新公益法人制度のあらまし
―平成２０年１２月１日から公益法人制度が変わります。―

１.新制度における公益法人の設立

○ 許可制から準則主義（登記）による設立と公益認定制度へ

主務官庁が公益法人の設立を許可する現行の制度が、準則主義（登記のみ）で

一般社団・財団法人を設立し、行政庁が公益認定することにより公益社団・財団

法人となる制度に変わります。

２．既存の公益法人は５年間の経過期間内に新制度へ移行

○ ５年間の移行期間

既存の公益法人は、平成２０年１２月から平成２５年１１月までの間に移行す

るか、一般社団・財団法人に移行しなければなりません。

日程 移行手順

平成 18 年 6 月 基本構想の検討

（新法制定） (1) 公益認定基準の点検（監督基準の適合）

(2) その他の事項（定款記載事項等）の点検

平成 19 年 9 月 基本構想の策定

（政省令、府令制定） (3) 公益認定基準の再点検

(4) その他の事項の再点検

平成 20 年 4 月 移行準備作業

（新税法施行） (5) 公益財団法人へ移行のための定款案の作成と承認

(6) 移行に向けた役員等の人選

(7) 最初の評議員選任方法に関する議案の作成と承認

平成 20 年 12 月 移行申請手続き

（新法施行） (8) 最初の評議員選任方法に関する主務官庁認可申請

(9) (8)の認可を得て最初の評議員を選任

(10) 公益認定申請書類の作成と行政庁への申請

(11) 公益財団法人の登記（公益財団法人の設立）

平成 25 年 11 月 移行期間終了

３．新制度の機関（理事会、評議員会）

○ 評議員会が最高の意志決定機関

現行制度では理事会が法人の意志決定機関ですが、新制度では評議員会が理事

を選任し、法人の解散や合併の可否を決するなど、法人の最高意志決定機関にな

ります。

ただし、評議員会の決議事項は、法律と定款で定められた事項に限定されます。

(財)紀南環境整備公社理事会・評議員会（H19.12.02)



○ 理事会は業務執行機関

理事会は日常活動の業務を執行する機関となり、評議員を選任することはでき

ません。

○ 評議員会や理事会は本人出席が前提

評議員会や理事会は本人出席が前提となり、これまでのように代理人出席や委

任状採決で定足数を充足することはできなくなります。

（１）新制度の評議員

・評議員の選任方法は定款記載事項となり、理事や理事会は評議員を選任する

ことはできません。

・評議員の資格制限規定が設けられ、犯罪歴等があれば就任できません。

・評議員の任期は４年、若しくは６年まで延長することが可能です。

・評議員の賠償責任規定が新たに設けられました。

・現在の評議員は、公益財団法人が設立された時点で退任することになります。

（２）新制度の理事

・理事は評議員会で選・解任されます。

・理事の中から代表理事を選ぶ必要があります。

・理事の資格制限規定が設けられ、犯罪歴等があれば就任できません。

・理事の任期は２年ですが、短縮することができます。

・理事の賠償責任規定が新たに設けられました。

（３）新制度の監事

・監事は評議員会で選・解任されます。

・監事の資格制限規定が設けられ、犯罪歴等があれば就任できません。

・監事の任期は４年で２年まで短縮することができます。

・監事の賠償責任規定が新たに設けられました。

４．公益財団法人の登記

○ 公益認定基準

移行の認定の申請をした財団法人は、基準を満たせば、行政庁から公益財

団法人として認定を受けることとなります。

（注）主務官庁が恣意的に判断することができる設立許可制と異なり、公益認定基準が法律に明記され、

行政庁に設けられる民間人で構成する公益認定等委員会で認定審査を行う。

○ 解散と新設の登記

行政庁から移行の認定を受けた財団法人は、既存の財団法人の解散と公益

財団法人（名称も「公益財団法人」に変更）の設立の登記を行い、新しい公

益財団法人となります。

(財)紀南環境整備公社理事会・評議員会（H19.12.02)




